
教職員研修計画について

教職員の研修については、地方公務員法第 条に定めるほか、特に教育公務員について

は、教育基本法第９条並びに教育公務員特例法第 条に絶えず研究と修養に努めることが

定められ、同法第 条及び第 条には、初任者研修や中堅教諭等資質向上研修の実施が義

務付けられています。

グローバル化、情報化の進展等、社会が急速に変化するとともに、先行き不透明で予測困

難な時代が到来する中、新しい時代の教育に対応できるよう学習指導要領等の趣旨を実現す

るため、教職員の資質能力の向上に向けた環境を整えることが不可欠です。こうした状況を

踏まえ、令和４年 月に中央教育審議会において『「令和の日本型学校教育」を担う教師

の養成・採用・研修等の在り方について～「新たな教師の学びの姿」の実現と、多様な専門

性を有する質の高い教職員集団の形成～（答申）』が取りまとめられました。そこでは今後

の方向性として、子供たちの学び（授業観・学習観）とともに教師自身の学び（研修観）を

転換し、「新たな教師の学びの姿」（個別最適な学び、協働的な学びの充実を通じた、「主

体的・対話的で深い学び」）の実現が求められています。

京都府においては、平成 年３月に「求められる京都府の教員像」の見直しを図り、「京

都府の教員に必要な５つの力」を掲げるとともに、教育公務員特例法第 条の３に基づき、

職種や経験年数に応じて観点別に「京都府教員等の資質能力の向上に関する指標（以下、「指

標」という。）」を策定しました。そして令和５年３月には、令和３年３月策定の「第２期

京都府教育振興プラン」、令和４年８月に国から示された「公立の小学校等の校長及び教員

としての資質の向上に関する指標の策定に関する指針」に基づき、「指標」を改定しました。

また、平成 年４月に学校教育法が改正され、事務職員の職務について、「事務に従事

する」から「事務をつかさどる」に見直しが行われました。これは、学校におけるマネジメ

ント機能を十分に発揮できるようにするため、事務職員が管理職や他の教職員との適切な業

務の連携・分担の下、その専門性を生かして学校の事務を一定の責任をもって自己の担任事

項として処理することとし、より主体的・積極的に校務運営に参画することを目指すもので

す。こうしたことを受け、資質能力の向上、人材育成の観点から学校事務職員の「指標」を

策定することとしました。

本書は教育公務員特例法第 条の４に基づく研修計画として、教職員の主体的な資質能

力の向上と京都府の教育課題の解決等に資することを目的に、「求められる京都府の教員

像」、「京都府教員等の資質能力の向上に関する指標」と、それらを踏まえ京都府総合教育

センターが実施する研修講座の概要等を掲載しています。

各学校等における教職員の研修計画作成等の際には、本書の内容を十分に踏まえ、積極的

な活用が図られるよう努めてください。


